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研究ノート

増原・細谷（2022）への補遺Н

増原宏明・細谷　圭

▼ 要　約
　本稿は，令和 4年（2022 年）12 月に国立社会保障人口問題研究所から刊行された『社会保障研
究』第 7巻第 3号（通巻第 26 号）に掲載の増原宏明・細谷圭著「COVID‒19 パンデミックに日本
はどう対応してきたか？－医療提供体制と人々の行動－」に対する補遺である。この増原・細谷
（2022）の草稿に含まれていた内容のかなりの部分は，紙幅の都合によって『社会保障研究』提出
原稿から割愛せざるを得なかった。しかしながら，その割愛部分には非常に重要な情報が含まれて
いた。一つは，G7参加国とシンガポール，韓国，台湾のパンデミック下における状況を一目にし
て把握可能な図であり，これは筆者らの知る限り類例のないものである。特に，マクロ的な分析を
行う際の出発点として，不可欠な情報を含んでいる。もう一つは，厚生労働省の「事務連絡」を可
能な限り忠実に追いかけ，COVID‒19 パンデミック下での日本の医療提供体制の変遷を精緻に記
述し，その問題点をあぶり出したパートであり，やはり一定のオリジナリティが認められると思わ
れる。これらのなかの割愛された部分を中心に据え，本稿の補遺が構成される。

▼ キーワード
COVID‒19，パンデミック，厚生労働省事務連絡，医療提供体制，実証研究
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1．　はじめに

　本稿は，令和 4年（2022 年）12 月に国立社会保障人口問題研究所から刊行された『社

会保障研究』第 7巻第 3号（通巻第 26 号）に掲載の増原宏明・細谷圭著「COVID‒19 パ

ンデミックに日本はどう対応してきたか？－医療提供体制と人々の行動－」に対する補遺

であり，それと合わせて読まれることを想定して執筆されている。この増原・細谷

（2022）の草稿に含まれていた内容のかなりの部分は，紙幅の都合によって『社会保障研

究』提出原稿から割愛せざるを得なかった。しかしながら，その割愛部分には非常に重要

な情報が含まれていた。一つは，G7参加国とシンガポール，韓国，台湾のパンデミック

下における状況を一目にして把握可能な図であり，これは筆者らの知る限り類例のないも

のである。特に日本をはじめとした先進国の新型コロナの感染動態を包括的に知るうえで，

便利な情報を含んでいると考えられる。もう一つは，厚生労働省の「事務連絡」を可能な

限り忠実に追いかけ，COVID‒19 パンデミック下での日本の医療提供体制の変遷を精緻

に記述し，その問題点をあぶり出したパートである。こちらについても，いわば整理され

た 2次資料として，一定のオリジナリティを有しているものと思われる。これらに関して

割愛された部分を中心に据え，本稿の補遺が構成される。

　本稿の残りの構成を記しておこう。第 2節では，増原・細谷（2022）において掲載を見

送った日本以外の概況図を提示する。次の第 3節は，新型コロナと格闘する医療提供体制

の変遷を詳細に検討する。執筆する側にとって非常に骨の折れる作業であったが，ここで

の資料に基づく建設的な議論なくして，将来への有意義な展望は得られないと確信してい
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る。第 4節では，日本で行われている経済的支援政策，すなわち「Go To キャンペーン」

の意義と問題点を，いくつかの希少な実証研究に基づいて検証する。

2．　世界の新型コロナ・COVID‒19 の概況

　本節では，COVID‒19 に関連するいくつかの重要なデータに基づいて，日本を除くG7

参加国，シンガポール，韓国，そして台湾の概況を示す1。したがって，以下では合計 9

か国の図が提示される。最初にアジアからは台湾，北米大陸からはカナダ，そしてヨーロ

ッパからはドイツをとり上げ，若干の解説を加える。その後は，残り 6か国をまとめて示

す。

　ここでわれわれが注目する期間は，2020 年 2 月 1 日から 2022 年 7 月 1 日である2。各

国の状況をみるにあたって，2021 年 11 月末頃の前と後で区分してみるべきだと考える。

なぜなら，2021 年 12 月頃から世界的にオミクロン変異株が流行し，他方でワクチンのブ

ースター接種も早い国では開始され，状況がより一層複雑化するからである（国ごとの対

応強度もこの頃からばらつきが大きくなる）。政府の感染症対策，人々の行動，そしてワ

クチン接種状況などから，意味のあるかたちで感染状況を描写し比較できる時期としては，

2021 年 11 月あたりまでが適当である。なお，先行してとり上げる例として台湾，カナダ，

ドイツを選んだのは，2021 年 11 月頃までの期間の大半で，感染状況が日本に比較的近い

ためである。とはいえ，2022 年春頃まで日本が特異的な状況を示してきたことはいうま

でもなく，これについては増原・細谷（2022）に示された概況図を参照してほしい。

（1）　台湾，カナダ，ドイツ

　まず，重要な留意点として，提示するすべての図の左右軸のスケールは共通であること

に注意されたい。したがって，各図は直接比較可能なものとなっている。図 1～図 3は，

順番に台湾，カナダ，ドイツの概況となっている。2021 年 11 月くらいまでのオミクロン

1 この分析はHosoya and Masuhara（2022，forthcoming）に基づく。データの詳細，2021 年 11 月末
までのG7参加国の状況についての詳細は，上記論文を参照されたい。そして同じ期間の日本の概況
図については，増原・細谷（2022）に掲載されている。
2 後述する Google 活動指数は 2020 年 2 月 15 日以降である。
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株の流行以前でみると，これら三つの国の感染状況は比較的穏やかなものであり，カナダ

とドイツはG7のなかでも一層落ち着いている部類に入る。米国の隣国であるカナダの厳

格度の水準はほぼ一貫して高いが，台湾やドイツは感染状況に応じて厳格度の変動がそれ

なりに大きいことが特徴的である。このように，国によって感染症への対応に大きな違い

があることは興味深い。

　各国に共通してGoogle の活動指数（Grocery ＆ Pharmacy Stores 及び Residential）と

感染動向との対応関係は明確に確認できるが，特にドイツは外出の指数，つまりGrocery

＆ Pharmacy Stores の変動が大きい。2021 年春以降の外出の伸びは顕著であり，経済再

開の様相を呈しているといえるだろう。裏を返すと，ドイツでは，政府も人々も，メリハ

リをつけてCOVID‒19 に対応してきたといえるかもしれない3。また，2021 年 11 月以降

のオミクロン株まん延期をみると興味深い事実が明らかになる。相対的な意味で，カナダ

は日本とともに変異株まん延の抑制にある程度成功したといえるが，しばしば報道された

図 1　台湾のパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）

3 政策や行動にメリハリをつけることも当然コストを伴うが，感染症に対する社会のテンションを維
持するためには，一つの有効な方法といえるのではないだろうか。
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図 2　カナダのパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）

図 3　ドイツのパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）
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ドイツに加え，台湾でさえも 10 万人あたりの感染者は急増している4。韓国などの東アジ

アの国々は，感染封じ込めの優等生としてとり上げられることもあるが，オミクロン株の

強い感染力に対抗するのは，これらの国々であっても困難を極めたようすが窺える。そう

した点で，日本は初期のオミクロン株に対しても特異的な状況を示したといえるだろう。

なお，ここでの分析期間には含まれていないが，オミクロン株の流行が本格化して感染爆

発の様相を呈した 2022 年 7 月～8月の時期においては，新規感染者数において日本は世

界のトップランナーとなるに至り，これまでの感染の波とは状況を異にしていることを書

き記しておく。

（2）　他の 6か国

　ここでは他の 6か国について，フランス，イタリア，英国，米国，シンガポール，韓国

の順に提示する（図 4～図 9）。

図 4　フランスのパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）

4 日本については増原・細谷（2022）を参照せよ。この後で提示することになるが，実は韓国はもっ
と厳しい状況を経験していた。図の左軸は韓国の感染者数の最大値に合わせてとられている。
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図 5　イタリアのパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）

図 6　英国のパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）
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図 7　米国のパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）

図 8　シンガポールのパンデミックの概況（2020 年 2 月～2022 年 6 月）
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